


は じ め に

　コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつある中で、経済は緩やかな持ち直

しが続いていますが、その一方でエネルギー・原材料価格や人件費の高騰など、企業

を取り巻く環境には厳しさが増しており、県内の中小企業・小規模事業者にとっては

依然として厳しい経営環境が続いています。

人口が減少し続けている和歌山県において、中小企業・小規模事業者が現在のビジネ

ス力を維持するためには、「生産性の改善」と「創造的な人材の育成」が重要になっ

てきます。

　このような情勢の下で、和歌山県内の中小・小規模事業者の労働事情を適格に把握

し、適正な労働対策を樹立することを目的に、中小企業労働事情実態調査を実施しま

した。

　本報告書が、県内中小企業の労働事情の実態把握の基礎資料となり、今後の中小企

業の労働問題の解決の一助となれば幸いです。

　本調査の実施に際し、ご多忙中にもかかわらずご協力頂きました関係組合並びに調

査対象事業所の方々に厚く御礼申し上げますとともに、今後益々のご発展を祈念申し

上げます。

　令和６年２月

                      　　　 　　　　　　　　和歌山県中小企業団体中央会　

                              　　　 　　　　会　長　　玉　置　　　篤
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Ⅰ．調 査 の あ ら ま し

１．調査目的
　この調査は、和歌山県における中小企業の労働事情を的確に把握し、適切な中小
企業対策の樹立並びに時宜を得た労働支援方針の策定に資することを目的とする。

２．調査時点
　　　令和５年７月１日

３．調査対象
調査対象は、食料品・繊維関係・木製品・印刷物・土石製品・化学製品・金属

製品など製造業のほか、非製造業として運輸・建設・卸売・小売・サービスなど
幅広い業種から、従業員数３００人以下の中小企業８００事業所を無作為に抽出
して調査を行った。

４．調査方法
　調査対象事業所の選定を組合に依頼し、調査対象先となった事業者に調査票を
郵送し、回答を求めた。なお、調査については、全国中小企業団体中央会が作成
した統一様式の調査票を用いて行った。

５．調査内容
１）現在の従業員数について　　　　７）人材育成と教育訓練について
２）経営について　　　　　　　　　８）原材料費、人件費アップ等に対する
３）従業員の労働時間について　　　　　販売価格への転嫁の状況
４）従業員の有給休暇について　　　９）賃金改定について
５）従業員の採用について　　　　　10）労働組合の有無について
６）育児・介護休業制度について　　

業　　　種 調査対象事業所数
製　造　業 ３８０
運　輸　業 １８
建　設　業 １７１
卸　売　業 ２８
小　売　業 ５６
サービス業 １４７
合　　　計 ８００
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Ⅱ． 回 答 事 業 所 の 概 要

１．回答事業所の業種別・内訳
　有効回答のあった事業所の内訳は、製造業３８０事業所に調査票を送付し１４８
事業所からの回答を得た。また、非製造業については、４２０事業所に調査票を送
付し１９７事業所からの回答を得ることができ、県全体での回収率は４３．１％と
なった。
　なお、３６７事業者から回答あったが、調査対象条件や有効記入率の未達などの
原因により２２事業者が無効となった。

図表１　回答事業所の業種別・内訳

２．回答事業所の従業員規模別・内訳
　回答のあった事業所の従業員規模の内訳は、「１～９人」が４７．８％と最も高く、
全国値と比較しても従業員が少ない事業所からの回答率が高い結果となった。
	 	 	 	 	
図表２　回答事業所の従業員規模別・内訳

３．回答事業所の男女別・従業員合計数
　和歌山県の従業員の男女比率は、男性７１．９％、女性２８．１％で全国値と比較
すると約３％男性比率が高めとなっている。また、昨年度は製造業における男女比
率は全国値とほぼ同じであったが、今回の調査結果では、製造業においても全国と
比べて男性比率が高めの結果となっている。

調査数 回答数 回答率
製　造　業 380 148 38.9%
非 製 造 業 420 197 46.9%
和 歌 山 県 800 345 43.1%

 1 ～ 9 人 10 ～ 29 人 30 ～ 99 人 100 ～ 300 人 計
製　造　業 61 54 24 9 148
非 製 造 業 104 61 30 2 197
和 歌 山 県 165 115 54 11 345
比　　　　率 47.8% 33.3% 15.7% 3.2% 100%
全 国 比 率 33.6% 34.9% 24.5% 7.0% 100%
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図表３　回答事業所の男女別・従業員合計数

４．回答事業所の業種別・従業員の雇用形態
　和歌山県全体で雇用形態の比率を全国比率と比較してみると正社員の比率が高め
であることが分かる。また、正社員の比率は製造業で見ても非製造業で見ても同様
に高めになっている。逆に、派遣や嘱託・契約社員の比率は全国と比較するとやや
低い結果となっている。	
	 	 	 	 	
図表４　回答事業所の業種別・従業員の雇用形態比率

男性合計 女性合計 実数合計 前年合計

製  造  業
合計数 2,849 1,146 3,995 5,081
比　率 71.3% 28.7% 100% －

非 製 造 業
合計数 2,683 1,019 3,702 3,562
比　率 72.5% 27.5% 100% －

和 歌 山 県
合計数 5,532 2,165 7,697 8,643
比　率 71.9% 28.1% 100% －

全　　　　国 比　率 69.0% 31.0% 100% －

業種別 事業所数 正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他 実数合計

製

造

業

製造業計 148 78.9% 14.8% 1.4% 3.9% 1.0% 100%

食料品 23 79.7% 12.3% 1.6% 5.4% 1.0% 100%

繊維工業 17 70.2% 19.8% 4.4% 4.0% 1.7% 100%

木材・木製品 25 74.0% 17.2% 1.0% 6.9% 1.0% 100%

印刷・同関連 12 80.6% 11.8% 0.0% 7.4% 0.3% 100%

窯業・土石 15 89.3% 9.7% 0.0% 1.0% 0.0% 100%

化学工業 10 82.9% 9.4% 0.0% 3.5% 4.1% 100%

金属、同製品 21 88.8% 3.1% 0.4% 7.5% 0.2% 100%

機械器具 9 82.9% 7.1% 2.5% 6.0% 1.5% 100%

その他 16 88.7% 7.2% 1.3% 2.1% 0.8% 100%

非

製

造

業

非製造業計 197 78.0% 17.5% 1.2% 2.4% 0.9% 100%

運輸業 7 95.1% 4.9% 0.0% 0.0% 0.0% 100%

建設業 76 91.3% 6.1% 0.2% 0.9% 1.5% 100%

卸・小売業 54 70.9% 25.9% 0.5% 1.9% 0.9% 100%

サービス業 60 65.7% 26.1% 2.9% 4.7% 0.6% 100%

和 歌 山 県 345 78.9% 14.8% 1.4% 3.9% 1.0% 100%

全　　国 18,139 75.2% 15.6% 2.1% 5.5% 1.6% 100%
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Ⅲ． 調 査 結 果 の 概 要

１．経営状況について
		（１）経営状況の推移	 	 	 	 	 	
　１年前と比較した経営状況は、全国の状況と比較すると「良い」とした回答率が
かなり低い結果となっている。
　また、昨年度の調査結果では、「良い」の回答率が和歌山県で１３．４％、全国で
１７．２％だったことから、今回の調査結果からみると全国と比べて更に景況感が
悪くなっていることが分かる。特に、非製造業での「良い」とした回答率が低く全
国との差もかなり大きくなっている。
	 	 	 	 	 	
図表１－１①　経営状況の推移（和歌山県）　　　　　 　  　　　　　　　 　（％）

図表１－１②　経営状況の推移（全国）　　 　　　　  　　　　　　　　 　　（％）
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		（２）業種別にみた経営状況の推移	 	 	 	 	 	
　１年前と比較した経営状況を業種別にみると下図の結果となっている。
　昨年度の調査では、化学工業で「良い」という回答が無かったため、この１年は
化学工業では大きな回復傾向であったと推察される。
　しかし、昨年度の調査結果と比較すると、繊維工業、木材・木製品、機械器具、
運輸業、サービス業などで「良い」とする回答率が大幅に減少しており、全国と比
較すると和歌山県の景気はかなり低迷していることが推察される。
　また、今回の結果では和歌山県の運輸業の「良い」とする回答は０％であるが、
全国の運輸業の「良い」とする回答は１９．４％となっている。

図表１－２　業種別にみた経営状況の推移　　　　　  　　　　　　　　　　 （％）
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		（３）今後の方針	 	 	 	 	 	 	 	
　現在行っている主要な事業の今後の方針について、「強化拡大」という回答率が
全国では製造業・非製造業とも昨年度の調査から引き続き増加しているのに対し、
和歌山県では製造業が減少、非製造業がほぼ横ばいという結果であった。
　特に、製造業での「強化拡大」という回答率は、全国では昨年度の３２．５％か
ら３４．３％へと増加しているのに対して、和歌山県では昨年度の３１．０％から
２７．９％に大きく減少する結果となった。

図表１－３①　今後の方針（和歌山県）　　　　　　　　　 　  （％）

図表１－３②　今後の方針（全国）　　　　　 　　　 　（％）

0 20 40 60 80 100％

強化拡大　　　現状維持　　　縮小廃止等

和 歌 山

製 造 業

非製造業

72.3 5.522.2

66.0 6.127.9

77.0 5.117.9
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		（４）業種別にみた今後の方針
　現在行っている主要な事業の今後の方針について、業種別にみると下図の結果と
なり、業種毎に差はでているが、全国の結果でも和歌山県と同じような感じで業種
毎に差はでている。
　その中でも、木材・木製品の「強化拡大」が８．０％（和歌山）、２５．３％（全国）、
サービス業の「強化拡大」が１１．７％（和歌山）、３３．０％（全国）と大きな差
がでている。

図表１－４　業種別にみた今後の方針  　　　　　　　　　　　　  （％）



− 8− − 9−

		（５）経営上の障害	 	 	 	 	 	
　厳しい経済環境の中で企業が抱えている経営上の障害は、「光熱費・原材料・仕入
品の高騰」と回答した事業所が最も多く５４．８％、次いで「人材不足（質の不足）」
とする事業所が４６．７％、「労働力不足（量の不足）」が３３．０％、「販売不振・受
注の減少」が２６．７％、「人件費の増大」が２１．７％という結果となった。
　昨年度の調査では、「人件費の増大」は１３．０％であったのが、今回の調査では
２１．７％に増加しており、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が経営障害となってい
る状況での最低賃金の引き上げなど、人件費の増加に苦慮している状況が推察される。
	 	 	 	 	

図表１－５①　経営の障害（複数回答）　 （％）

図表１－５②　昨年度の経営の障害・上位５項目

		

令和４年
光熱費・原材料・
仕入品の高騰

人材不足 
（質の不足）

販売不振・ 
受注の減少

労働力不足
（量の不足）

同業他社と
の競争激化

55.4% 40.4% 31.9% 29.5% 18.4%
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		（６）業種別にみた経営上の障害	 	 	 	 	 	 	
　経営上の障害を業種別にみると、製造業では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」
が最も多く６５．５％、次いで「人材不足（質の不足）」が４４．６％、「販売不振・
受注の減少」が３３．１％、という結果となった。
　非製造業では「人材不足（質の不足）」が４８．２％、次いで「光熱費・原材料・
仕入品の高騰」が４６．７％、「労働力不足（量の不足）」が３７．１％という結果と
なった。
　全国の集計結果では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」が最も多く５７．７％、
次いで「人材不足（質の不足）」が４８．４％、「労働力不足（量の不足）」が３９．２％
という結果である。
　今回の調査結果では、光熱費・原材料・仕入品の高騰や人材不足が地域や業種に
関係なく大きな障害になっている結果となった。

図表１－６　業種別にみた経営の障害（複数回答） （％）
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		（７）経営上の強み
　経営上の強みでは「製品 ･サービスの独自性」と回答した事業所が最も多く
２７．５％、次いで「組織の機動力・柔軟性」が２５．７％、「技術力 ･製品開発力」
が２２．８％、「顧客への納品・サービスの速さ」が２２．２％、「製品の品質・精度の
高さ」が２１．０％という結果となった。
　昨年度と比較すると、上位項目に大きな変動はないが「財務体質の強さ・資金調達
力」が１６．０％から１１．７％に下がっており、資金力が心配される。	

図表１－７①　経営上の強み（複数回答） （％）

図表１－７②　過去２年間の経営上の強み・上位５項目

令和４年
技術力 ･製品
開発力

製品 ･サービ
スの独自性

組織の機動
力・柔軟性

製品の品質・
精度の高さ

顧客への納品・
サービスの速さ

27.5% 24.5% 23.5% 22.1% 22.1%
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		（８）業種別にみた経営上の強み	
　経営上の強みを業種別にみると、製造業では「製品の品質・精度の高さ」が最も多く
３６．８％、次いで「製品･サービスの独自性」が３１．９％、「顧客への納品・サービス
の速さ」が２５．７％となり、昨年度より「技術力・製品開発力」が下がる結果となった。
　非製造業では「組織の機動力・柔軟性」が最も多く３２．１％、次いで「製品 ･サー
ビスの独自性」が２４．２％、「技術力・製品開発力」が２２．６％となり昨年度より「製
品 ･サービスの独自性」が大きく伸びる結果となった。
　なお、全国での集計結果では、「技術力・製品開発力」が最も多く２６．８％、次
いで「製品の品質・精度の高さ」が２５．８％、「顧客への納品・サービスの速さ」
「製品 ･サービスの独自性」と続くが、ほぼ数値に差はない結果であった。

図表１－８　業種別にみた経営上の強み（複数回答）　　　　　　　　　    （％）

製造業　　　非製造業
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２．従業員の労働時間
		（１）週所定労働時間	 	 	 	 	 	
　週所定労働時間が「４０時間以下」を達成している事業所は８０．４％で、未達
成事業所が１９．６％あり、未達成割合が全国の１１．３％と比較しても多い結果と
なった。また、未達成事業所の割合は和歌山県でも全国でも増加している。
　業種別にみると、製造業では８１．１％が、非製造業では７９．２９％が４０時間
以下となっており、製造業と非製造業であまり差のない結果となった。
　従業員規模別では、従業員数１～９人の事業所で「週４０時間以下」未達成事業
所が最も多い結果となった。

※現在、労働基準法で４０時間超４４時間以下が認められているのは、１０人
未満の商業・サービス業等の特例事業所のみ
※「所定労働時間」とは、就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻まで
の時間から休憩時間を差し引いた時間

図表２－１　週所定労働時間  （％）

0 20 40 60 80 100％

和歌山県

１～ 9人

１０～２９人

３０～９９人

１００～３００人

製 造 業

非製造業

全　　国

38時間以下　　　38 時間超 40 時間未満　　　40 時間　　　40 時間超 44 時間以下
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		（２）業種別にみた週所定労働時間	 	 	 	
　週所定労働時間が「４０時間以下」未達成事業所の割合が高い業種として「金属、
同製品」の３８．１％、「食料品」の３０．０％、続いて「運輸業」の２８．６％とい
う結果となった。
　「金属、同製品」は昨年度の未達成事業所の割合は５．９％であったため、昨年度
と比べて受注量に対して従業員が不足している状況であると推察される。
　また、全国の業種別調査結果をみると「小売業」で週所定労働時間が４０時間を
超えている回答が２３．０％となっており、昨年度と同様に最も所定労働時間が長
い業種となっている。

図表２－２　業種別にみた週所定労働時間   （％）



− 14− − 15−

		（３）月平均残業時間
　月平均残業時間は、「０時間（残業無し）」及び「１～１０時間未満」と回答し
た事業所が６０．２％を占めており、従業員１人あたりの月平均残業時間をみると
９．２６時間であり、全国平均の１０．７９時間より短い結果となった。
　昨年度の月平均残業時間と比較すると、和歌山県は約１時間長くなっており、逆
に全国でほぼ昨年度と同じ時間となっている。
　業種別では、製造業で「２０時間以上」の残業を行っている事業所が
１８．０％、非製造業では１８．３％という結果となった。
　従業員規模別にみると残業時間の割合の傾向は昨年度とほぼ同じであった。

図表２－３　月平均残業時間 （％）
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３．従業員の有給休暇
		（１）年次有給休暇の平均付与日数	 	 	 	 	 	
　年次有給休暇の平均付与日数は「１５～２０日未満」が４３．６％と最も多く、
次いで「２０～２５日未満」が２１．３％という結果となった。また、従業員１人
当たりの平均付与日数は１５．５日となっている。
　業種別に従業員１人当たりの平均付与日数を確認したところ、どの業種も１４日
～１７日になっており、突出して多い業種や少ない業種はなかった。
　全国の調査結果では「１５～２０日未満」が４９．８％、「１０～１５日」が
１８．９％となっており、従業員１人当たりの平均付与日数では１６．２日という結
果となっている。	 	 	

図表３－１　従業員の有給休暇 （％）
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		（２）年次有給休暇の平均取得日数
　年次有給休暇の平均取得日数は「５～１０日未満」が４８．４％と最も多く、次
いで「１０～１５日未満」が３４．５％という結果となった。また、従業員１人当
たりの平均取得日数は８．８日となっている。
　業種別に従業員１人当たりの平均取得日数を確認したところ、最も多い業種で
１２．７日、最も少ない業種で５．９日になっており、業種別で差がでている。
　全国の調査結果では「５～１０日未満」が４２．８％、「１０～１５日」が３９．５％
という結果となった。また、従業員１人当たりの平均取得日数は９．５日となって
おり和歌山県より取得日数が若干多い結果となっている。

図表３－２　年次有給休暇の平均取得日数 （％）
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４．原材料費、賃金アップ等に対する販売価格への転嫁状況
		（１）販売価格・受注価格への転嫁状況	
　和歌山県の販売価格・受注価格への転嫁の状況は、「転嫁した」が４７．２％となっ
ており、全国の４９．５％とほぼ同じであった。
　規模別でみると１００人～３００人の規模の大きい事業所では、８１．８％が
「転嫁した」となっているが、１００人未満の事業所では転嫁の状況について、規
模による大きな偏りはみられなかった。
　また、製造業では「転嫁した」が６０．１％、非製造業では「転嫁した」が
３７．２％であり、非製造業では製造業に比べ転嫁が困難であることが推察される。
また、全国の調査結果では、製造業では「転嫁した」が５７．７％、非製造業で
は「転嫁した」が４２．４％となっている。	

図表４－１　販売価格・受注価格への転嫁の状況 （％）
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		（２）販売価格・受注価格への転嫁の内容	 	 	 	 	 	 	
和歌山県の販売価格・受注価格への転嫁の内容は、「原材料分を転嫁した」が

７７．６％、「賃金アップ分を転嫁した」が２６．７％、「利益確保分を転嫁した」が
２５．９％となっており、全国の「原材料分を転嫁した」７７．４％、「賃金アップ
分を転嫁した」３０．８％、「利益確保分を転嫁した」２５．１％と大きな差はみら
れなかった。
　規模別でみると１００人～３００人の規模の大きい事業所では８割が「転嫁した」
となっていたが、転嫁の内容をみると賃金アップ分や利益確保分までは転嫁してい
ない結果となっている。
　また、規模の小さい事業所ほど賃金アップ分や利益確保分を含めて転嫁しようと
している結果となった。	

図表４－２　販売価格・受注価格への転嫁の内容 （％）



− 18− − 19−

		（３）価格転嫁率のパーセント	 	 	 	 	 	 	
　本調査項目は、調査時点（令和５年度７月１日）におけるコスト上昇分において
何パーセントを販売価格・受注価格へ価格転嫁できているかの調査である。
　前項目での販売価格・受注価格への転嫁の内容の調査では、和歌山県でも全国で
も「原材料分を転嫁した」が８割弱ほどの結果であったが、転嫁率のパーセントを
みると「１０％未満」が４２．７％、「１０～３０％未満」が４５．０％と上昇分の
３割も転嫁できていない事業所が９割弱もあった。
　規模別でみると事業所の規模が小さくなるほど転嫁率は悪くなっており、１００
人～３００人の規模の大きい事業所では約２割がコスト上昇分の７割以上を転嫁で
きていると回答する結果となっている。	

図表４－３　価格転嫁率 （％）
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５．新規学卒者の採用計画
		（１）令和５年３月新規学卒者の採用計画	
　令和５年３月新規学卒者の採用計画を行ったかという設問に「実際に採用した」
と回答した事業所は８．２％であり、全国の１５．４％と比較して低い結果となった。
　業種別の採用計画をみると、製造業では「実際に採用した」が１１．８％「計画
したが採用しなかった」が９．０％であり、非製造業では「実際に採用した」が５．６％
「計画したが採用しなかった」が１１．２％となっている。
　また、採用計画の高かった業種は、機械器具で「実際に採用した」が４４．４％
「計画したが採用しなかった」２２．２％、化学工業で「実際に採用した」が３０．０％
「計画したが採用しなかった」３０．０％となっている。

図表５－１　新規学卒者の採用計画 （％）
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		（２）令和５年３月における新規学卒者の採用結果	
　実際に採用計画をして実際に採用した結果（高校卒・専門学校卒・短大（含高専）・
大学卒）は以下の結果となった。
　計画人数が少なかった（短大（含高専））では、全国の結果と差がでているもの
の高校卒、専門学校卒、大学卒では全国の充足率とほぼ同じ結果となっている。	

新規学卒者の採用充足状況（高校卒）

新規学卒者の採用充足状況（専門学校卒）

新規学卒者の採用充足状況（短大（含高専））

新規学卒者の採用充足状況（大学卒）

計画人数 実績人数 充足率

和歌山 ８５ ５０ ５８．８％

全　国 ５，１３３ ２，８１７ ５４．９％

計画人数 実績人数 充足率

和歌山 ２５ ２０ ８０．０％

全　国 １，２００ ８９２ ７４．３％

計画人数 実績人数 充足率

和歌山 ５ １ ２０．０％

全　国 ４５６ ２８５ ６２．５％

計画人数 実績人数 充足率

和歌山 １８ １３ ７２．２％

全　国 ３，１６０ ２，２８１ ７２．２％
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６．中途採用の募集計画		 	 	
		（１）中途採用の募集計画	
　令和４年度に中途採用の募集を行い、令和５年７月１日現在までに採用を行った
かという設問に「実際に採用した」と回答した事業所は３８．５％であり、全国の
４７．９％と比較して低い結果となった。
　業種別の採用計画をみると、製造業では「実際に採用した」が３９．９％「計画
したが採用しなかった」が８．４％であり、非製造業では「実際に採用した」が
３７．４％「計画したが採用しなかった」が１２．３％となっている。
　また、新規学卒者の採用計画では、製造業と非製造業に差がみられたが、中途採
用の募集計画では、製造業と非製造業に大きな差はみられなかった。	 	 	
	 	
図表６－１　中途採用の募集計画 　  （％）
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		（２）中途採用の採用結果	
　中途採用の採用予定人数と採用人数をみると、和歌山県では採用予定人数が
４９６人に対して実際の採用人数が３９０で充足率は７８．６％となっている。
　全国でみると採用予定人数が３７，３４６人に対して実際の採用人数が２８，７６６
で充足率は７７．０％となっており、和歌山県と全国で充足率に差はみられなかった。
　また、令和４年度に中途採用の募集を行い、令和５年７月１日現在までに採用を
行ったかという設問に「採用を計画した」とする事業所に対する「実際に採用した」
と回答した事業所の割合が７８．３％であり、中途採用の充足率の結果から考える
と約６０％の事業所が満足のいく中途採用を行えたと推測される。

中途採用の採用充足状況

計画人数 実績人数 充足率

和歌山 ４９６ ３９０ ７８．６％

１～９人 ６６ ３８ ５７．６％

１０～２９人 １３９ ９７ ６９．８％

３０～９９人 １６７ １３３ ７９．６％

１００～３００人 １２４ １２２ ９８．４％

製造業 ２２９ １９５ ８５．２％

非製造業 ２６７ １９５ ７３．０％

全　国 ３７，３４６ ２８，７６６ ７７．０％
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７．パートタイマーの雇用状況
		（１）パートタイマーの雇用状況	 	 	
パートタイマーの雇用状況に関する調査結果は下記の通りで、全国の状況と大き

な差はみられないが、採用した理由の全ての項目で微差ながら全国の数値より上
回っており、和歌山県の正規従業員の確保が全国よりも難しいことが推察される。

図表７－１①　パートタイマーを採用した理由  （％）

図表７－１②　正規従業員とパートタイマーの職務	 	（％）

図表７－１③　正規従業員との平均賃金の差	 	（％）
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		（２）パートタイマーに対する待遇改善の状況	 	 	 	
　パートタイマーの待遇改善の実施状況に関する調査結果は下記の通りで、全国の
状況に対して「特に考えていない」の数値が大きく上回り、全ての待遇改善の方策
で全国の数値より低いことから、和歌山県のパートタイマーの待遇は正規従業員と
比較すると差のある状況であることが推察される。

図表７－２　パートタイマーに対する待遇改善の状況　 （％）
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８．賃金改定
		（１）賃金改定の実施状況	 	 	 	 	 	
　令和５年１月１日から同年７月１日までの賃金改定の実施状況について、「引上
げた」が４７．８％、「７月以降に引上げる予定」が１０．５％、「引上げた」と「７月
以降に引上げる予定」の合算値で５８．３％という結果となった。
　全国では「引上げた」が５８．１％、「７月以降に引上げる予定」が１２．３％、
「引上げた」と「７月以降に引上げる予定」の合算値で７０．４％となっており、
和歌山県は全国に比べて賃上げを実施する事業者がやや少ない結果となった。
　また、全国の数値を前年度の調査結果と比較したところ「引上げた」と回答した
割合は、１０％弱増加しており、全国的には賃上げする事業者が増えている結果と
なっている。

図表８－１　賃金改定の実施状況  （％）
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		（２）平均昇給額及び昇給率	 	 	 	 	 	
　常用労働者の改定後の平均賃金は単純平均で２７０，２８２円、加重平均で
２７５，１０７円、平均昇給額は単純平均で８，３２６円、加重平均で７，２２５円、
昇給率は単純平均で３．１８％、加重平均で２．７０％という結果となった。
　全国の昇給率は単純平均で３．６０％、加重平均で３．３５％となっており、和歌
山県は全国に比べて平均賃金は高いが昇給率は低い結果となっている。

図表８－２　平均昇給額及び昇給率 　　　 

※単純平均とは、賃金改定後の額を単純に足して平均値を集計する方法で、一企業
あたりの賃金の平均額

※加重平均とは、賃金改定の影響を受ける従業員の数を計算に反映させた、実際の
賃金改定後の平均額

単純平均 加重平均
改定後の
賃金
（円）

昇給額

（円）

昇給率

（％）

改定後の
賃金
（円）

昇給額

（円）

昇給率

（％）
和歌山県 270,282 8,326 3.18 275,107 7,225 2.70

　　１　～　　　９人 266,611 9,189 3.57 290,153 10,480 3.75
　１０　～　　２９人 276,044 7,779 2.90 286,848 7,277 2.60
　３０　～　　９９人 266,536 8,744 3.39 272,131 8,761 3.33
１００　～　３００人 265,843 4,592 1.76 265,831 4,959 1.90

製

造

業

　製造業　計 258,777 7,741 3.08 266,502 6,638 2.55
　　食料品 215,798 4,224 2.00 240,679 4,489 1.90
　　繊維工業 229,700 9,983 4.54 232,978 7,749 3.44
　　木材・木製品 232,486 6,612 2.93 258,002 8,266 3.31
　　印刷・同関連 253,909 4,697 1.88 252,587 5,102 2.06
　　窯業・土石 285,821 4,467 1.59 302,142 4,986 1.68
　　化学工業 281,081 13,598 5.08 294,482 9,821 3.45
　　金属、同製品 262,814 8,951 3.53 244,591 5,735 2.40
　　機械器具 285,591 6,950 2.49 304,423 6,885 2.31
　　その他 301,660 6,504 2.20 300,564 4,368 1.47

非
製
造
業

　非製造業　計 279,153 8,777 3.25 293,320 8,466 2.97
　　運輸業 125,750 7,120 6.00 141,267 7,093 5.29
　　建設業 307,357 8,163 2.73 315,804 7,771 2.52
　　卸・小売業 247,216 8,339 3.49 258,255 9,761 3.93
　　サービス業 277,535 9,940 3.71 288,716 8,495 3.03
　全　　国 261,988 9,095 3.60 264,341 8,557 3.35
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		（３）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容
　賃金改定の内容について、和歌山県では「定期昇給」が５２．０％と最も多く、
次いで「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が３９．４％という結果と
なった。
　全国でも「定期昇給」が５２．６％と最も多く、次いで「基本給の引上げ（定期
昇給制度のない事業所）」が３５．２％となっている。また、「ベースアップ」の割
合においては和歌山県と全国に差がみられた。
　昨年度の調査結果と比較すると、全国での「ベースアップ」の割合が１７．７％
から２５．６％に割合が大きく増加している。

図表８－３　賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の内容  （％）
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		（４）賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）の決定要素
　賃金改定を決定する際に重視した要素について、和歌山県では「企業の業績」が
４８．４％と最も多く、次いで「労働力の確保・定着」が４６．０％という結果となった。
　全国では「労働力の確保・定着」が５９．５％と最も多く、次いで「企業の業績」
が４９．４％となっている。また、「労働力の確保・定着」と「物価の動向」の割合
においては和歌山県と全国に差がみられた。
　昨年度の調査結果を比較すると、「物価の動向」が大きく増加しており、「企業の
業績」が減少している。また、「労働力の確保・定着」は全国の数値に変化はないが、
和歌山県では５４．４％から４６．０％に大きく減少している。

図表８－４　賃金改定の決定要素［複数回答］  （％）
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９．労働組合の有無
　労働組合の有無について、「ある」と回答した事業所は和歌山県では１０．２％、
全国では７．１％となっている。
　業種別では、「製造業」が１１．５％、「非製造業」が９．２％となっている。
　昨年度の調査項目と比較すると、増加している項目と減少している項目があるが、
昨年度も和歌山県・全国ともに約９割の事業所が「ない」と回答している。

図表９－１　労働組合の有無  （％）
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